
原子力災害医療の実施体制

 放射性物質による汚染や被ばくの状況に応じて、初期・二次・三次の医療体制により、適切に対応。

初期被ばく医療
【松江赤十字病院・松江市立病院等14病院】【鳥取赤十字病院等14病院】

二次被ばく医療
【島根県立中央病院・島根大学医学部附属病院（協力）】【鳥取大学医学部附属病院・鳥取県立中央病院】

三次被ばく医療
【放射線医学総合研究所、西日本ブロックの三次被ばく医療機関（広島大学）等で実施】

①被ばく、汚染のため直ちに診断を要する者
②外傷や疾病等に汚染や被ばくを合併している者
③軽度の外傷等の治療

①外部被ばくによる放射線障害のおそれがある者
②内部汚染による障害のおそれがある者
③対表面汚染や創傷汚染が十分除染されなかった者
④上記が混在又は一般傷病が合併している者

二次被ばく医療で対応
できない傷病者は、三次
被ばく医療機関へ搬送

消防防災ﾍﾘ、自衛隊航空機等
による搬送

訓練風景

①高度専門的な線量評価
②高度な専門的除染等

高度かつ専門的な被ばく医療

広島大学

放射線医学総合研究所

※ 県内の二次被ばく医療機関で対応できない
重篤、重傷な被ばく患者の診療等及びその収容
能力を超えた場合の対応を行う。 81

指針による体制に移行するまで
仮置き
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＜対応のポイント＞
２県６市は、ＰＡＺ及びＵＰＺ内で避難誘導等を行う要員のために、個人線量計等の放射線

防護資機材を、県、市、消防、医療機関等に備蓄している。

２県６市は、緊急時に備え食料及び生活物資を備蓄している。また、放射線防護対策施設に
おいては、屋内退避者が一定期間生活できる物資を備蓄する予定である。備蓄している物資が
不足する場合、島根県、鳥取県及び関係市から、原子力災害対策本部に対し物資調達の要請を
行う。緊急輸送車両や避難所等への燃料の供給が不足する場合においては、原子力災害対策本
部に対して燃料調達の要請を行う。



ＰＡＺ内の放射線防護資機材の備蓄
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 松江市のほか、PAZ圏内の住民搬送を担うﾊﾞｽ会社の運転手、医療機関・社会福祉施設・教育
機関の施設管理者等に個人線量計等の放射線防護資機材を備蓄

 緊急時には、放射線防護資機材を運転手、避難誘導者に配布し、万一に備え避難搬送時に携
帯

 平時にはこれらの使用方法に関する訓練・研修を定期的に実施。併せて、関係者向けﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ
を整備中

PAZ

ﾊﾞｽ会社
運転手向けに備蓄を実施中

医療機関・社会福祉施設（14施設）
施設管理者、避難誘導者向けに備蓄を実施中
（病院・入所社会福祉施設7施設は放射線防護

設備整備済）

小中その他学校・保育所・幼稚園（14施設）
施設管理者、避難誘導者向けに備蓄を実施中

島根県原子力
環境ｾﾝﾀｰ

島根県原子力環境センター及び関係市庁舎に
初期活動に必要な防災資機材を備蓄

各施設を配置した
地図に差替予定

未調整

Ｐ



ＵＰＺ内の放射線防護資機材の備蓄
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 UPZ圏内一時移転等において住民搬送を担う輸送事業者等には、緊急時に設置する一時集結拠
点で原則放射線防護資機材を配布（UPZ圏内の輸送事業者等には個別配布）

 一時集結拠点では、放射線防護資機材の使用方法や、それまでのﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ結果等により、避難
搬送による被ばく線量が積算1mSvを十分に下回ることをあらかじめ確認

放射線防護資機材備
蓄拠点

（島根県原子力環境
ｾﾝﾀｰ、関係市等）

一時集結拠点
（原子力災害対策重
点区域外の複数拠

点）

UPZ内に輸

送事業者
が所在す
る場合

搬送

搬送

住民搬送実施

UPZ外に輸

送事業者
が所在す
る場合

UPZ圏内

輸送事業者
等

緊急調達した資機材
等物資の集積拠点

（中国地方の東部及
び西部２ヶ所程度）

PAZ

UPZ

一時集結拠点

一時集結拠点

一時集結拠点
物資集積拠点

物資
集積
拠点

未調整

配布

配布

Ｐ

配布

島根県原子力
環境ｾﾝﾀｰ



原子力事業者による放射性防護資機材の備蓄

 原子力事業者は、放射線防護資機材を各原子力事業者で支援をするため、「原子力災害発生
時における事業者間協力協定」を締結

 原子力災害発災後の避難・一時移転等において、放射線防護資機材等が不足する場合、原子
力事業者は、保有する資源（要員・資機材等）を最大限供給し支援

資機材 数量

ｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀ（GM管） 360台

全面ﾏｽｸ 1,000個

ﾀｲﾍﾞｯｸｽｰﾂ 30,000着

原子力災害発生時における事業者間協力協定（平成26年10月10日）

【協定事業者】

北海道電力、東北電力、東京電力、中部電力、北陸電力、関西電力、
中国電力、四国電力、九州電力、日本原子力発電、電源開発、日本原燃

【目的】

原子力災害時における原子力事業者間協力の円滑な実施を図り、
原子力災害の拡大防止および早期復旧の一翼を担うことを目的とする。

【協力活動の範囲】
原子力災害時の周辺地域の環境放射線モニタリングおよび周辺区域の汚染検査・汚染除去
に関する事項について、協力要員の派遣・資機材の貸与その他の措置 等

ｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀ（GM管） ﾀｲﾍﾞｯｸｽｰﾂ

主な備蓄資機材

全面ﾏｽｸ

85

要確認

Ｐ



県及び関係市における食料等の備蓄

関係市の生活物資の備蓄状況

ｱﾙﾌｧ米等（食） 飲料水（ﾘｯﾄﾙ） 毛布（枚） 簡易ﾄｲﾚ（個） 非常用燃料（個）

松江市（まつえし）

出雲市（いずもし）

安来市（やすぎし）

雲南市（うんなんし）

米子市（よなごし）

境港市（さかいみなとし）

※上記物資備蓄数は概数。また、上記の他に、関係市では食料、飲料水、常備薬、炊き出し用具、毛布等避難生活に必要な物資等を準備している。

 緊急時に備え、県及び関係市では、食料及び生活物資等の備蓄を実施。万が一不足等が生じ
る事態となった場合、県が調整を行い、それぞれの県内の全市町村より備蓄した食料及び生
活物資等を融通する体制を整備

 関係市町及び避難先市町から物資支援の要請があった場合や要請を待ついとまがないと認め
られる状況になった場合に備え、島根県及び鳥取県は、「災害時における応急生活物資等の
協力に関する協定」等を民間企業等と締結

災害時における物資の供給等に関する協定の締結状況

協定名 内容 締結民間企業等

災害時における食料
等の調達に関する協
定

災害発生時における食料等応急
生活物資の供給

ｱﾙﾌｧｰ食品(株) 、(株)ﾏﾂﾔ神戸屋、(有)なんぽうぱん、(株)みしまや、(株)ﾌｰｽﾞﾏｰｹｯﾄﾎｯｸ、(株)
ｳｼｵ、(株)ｷﾇﾔ、いずも農業協同組合ﾗﾋﾟﾀ本店、(株)ｲｽﾞﾐ、(株)一畑百貨店、島根県生活協同
組合連合会、（株）ﾛｰｿﾝ、（株）ﾌｧﾐﾘｰﾏｰﾄ、ほか弁当業種企業多数

大規模災害時の支援
活動等に関する協定

大規模災害時において、緊急通
行車両への優先給油及び被災者
や帰宅困難者等への情報提供等

島根県石油商業組合

緊急・救援物資等輸
送に関する協定

災害発生時における緊急・救援物
資等輸送

（公社）島根県ﾄﾗｯｸ協会 86

数量確認のうえ記載

Ｐ
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